
平成23年 11月 8日

東日本大震災により発生した

災害廃棄物の処理 '

被災地で仮設焼却
施設等を設けて処
理を推進している
が、なお処理能力
が不足

岩手県 :約476万t(約 11年分 )

宮城県 :約 1′569万 t(約 19年分 )
.  
※各県において1年で排出される
一般廃棄物の量と比較

平成24年3月 末 :仮置場への移動

平成26年3月 末 :中間処理・最終処分

東日本大震災に係る災害廃棄物の処理指針

(平成23年5月 :マスタープラン)
福島県は県内で処理



県内施設を最大限活用するとともに、新たに仮設焼却
炉も設置して処理を進めます。それでも、目標年度まで
に処理を完了させることが難しいため、広域処理への
ご協力をお願いします。

岩手県災害廃棄物処理詳細

計画 (平成23年 8月 30日 )に

基づき実施。

◆スケジュール
ー災害廃棄物の撤去 :平成
24年 3月末まで

一処理 :平成26年 3月末まで

◆広域処理希望量 :

計 :57万t

柱材・角材の占める量が多い。
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10月 以降、数か所の仮置場において火災が発生。仮置場におけ

る火災発生防止を徹底するとともに、災害廃棄物の迅速な処理
が必要。

現在、災害廃棄物の破砕・選別作業を進めているが、県内施設

を最大限活用しても足らず、災害廃棄物の迅速かつ適正な処理
が困難。

(仮置場における火災発生状況)



県内での処理を最優先し、可能な限り再資源化を行い、焼却・

埋立処分量の減量を図ることとしているが、災害廃棄物の発
生量が膨大であり、県内で処理を完結するのが困難な状況で

す。計画期間内で処理を終了させるには、他都道府県との連
携による広域処理が必要でありご協力お願いします。

宮城県災害廃棄物処理実行計画 (第
1次案)(平成23年 7月 )に基づき実施。

◆スケジュール
ー災害廃棄物の撤去 :平成24年 3月末まで

一処理 :平成26年3月 末まで

◆広域処理希望量 :

石巻ブロック(294万 t)

他の3つのブロックは検討中。

分別を徹底、混合状態での搬出もあり得る。

石巻ブロック

■第2段階
①プロック内・県内処理
3.067千 トン
(う ちリサイク,3,016千 トン)

②県外処理
2,542千 トン

■津波珪積物
①再生利用
11746千 mS

②廃栞物として処分
254千 r

■第 1段階

①県外への搬出。処分
3郎 千 卜1′

②県内リサイクル
323千 トン

■た,■トツ

・仮置き場の容量が逼迫し、うずたかく廃棄物が積まれた結果、発酵等による自

然発火が相次いだ。火災発生防止の徹底、迅速な処理が必要。

・仮置き場が学校の近くにある等、生活環境に影響を及ばしている事例があること

から、災害廃棄物を迅速に処理することが必要。

口石巻ブロックの最大の課題は広域処理をいかに進めるかであり、二次仮置場で

は、可燃物のうち半数程度しか焼却できない状況である。不燃物、灰を含め県内

での全量処理が困難。

(仮置場における火災 ) (学校周辺の仮置場 )



災害廃棄物の処理の安全性の評価

埋立後の周辺住民の被ばく線量 :

10μSv/年以下
埋立処分場の跡地で居住しないなどの利用制限

処理に伴って周辺住民の受ける線量

がlmSvノ年(公衆被ばくの線量限度)以下.

② arL理を行う作業者が受ける線量につ
いても可能な限りlmsvノ年 (公衆被ばくの

線量限度)を超えないことが望ましいA比

較的高い放射能濃度の物を取り扱う工程
では、「電離放射線障害防止規則」を遵守

する等により、適切に作業者の受ける放
射線の量の管理。

③ 処分施設の管理期間終了以後 周ヽ辺

住民の受ける線量が lousvノ年以下 (クリ

8′ 000Bq/kg6D"爆

却灰を埋立処分し
た場合

最も影響を受けやすい作業者の被ばく
線量 :0。 78 mSv/年
1日 8時間、年間250日 の労働時間のうち半分の時間を焼
却灰のそばで作業すること(合計1000時間′年)、 1日 の作
業の終了時の覆土である即日覆土を行わず、中間覆土の
み行うことを仮定

災害廃棄物の広域処理の推進に係る
ガイドライン(平成23年 10月 11日一部改定)

※放射性Cs濃度8′000Bq/kg以下の主灰0飛灰

※放射性Cs濃度8′000Bq超 100′ 000Bq/kg以下の焼却灰等

水との接触の防止又は低減化等の適切な追加的な措置を講じることにより、管理
型最終処分場における埋立が可能。

(「 8,000Bq/kgを 超え100′000Bq/kg以下の焼却灰等の処分方法に関する方針について」(H238.31))

※放射性Cs濃度8′000Bq/kg以下の不燃物(クリアランスレベル以下のコンクリートく

ず、金属くず等は除く)

管理型最終処分場に埋立処分

受入側の埋立処分に係る追加的な措置が必要とならないよう、焼却処理
により生じる焼却灰の放射性cs濃度が8.000BaノL以下となるよう配慮。



●災害廃棄物を焼却した際に発生する焼却灰の中の放射能濃度を安全側に
仮定を置いて算定し、評価を実施。
●最も高い測定結果が得られた陸前高田市の調査結果を用いた場合でも、
放射性cs濃度 :3′ 450Bq/kgにとどまった。広域処理を行つた場合も、安全な処
分のための追加的措置を必要とすることなく、管理型処分場で埋立が可能。
●宮古市の災害廃棄物を実際に混焼した実証試験により放射性Cs濃度の上

昇はなく焼却灰の濃度は133Bq/kgであることを確認。
●岩手県及び宮城県の沿岸市町村については、いずれの市町村の災害廃棄
物も、その焼却灰は8′ 000Bq/kgを大幅に下回る可能性が高い。

※飛灰中の放射能濃度算定方法

飛灰中の放射能濃度η=災害廃棄物の濃度αX飛灰への濃縮率β
“1)廃棄物の種類ごとの組成比に応じた加重平均。検出されない場合は検出下限値の濃度を仮定

2)放射性Csが全量飛灰に移行すると仮定。ストーカ式β=33.3倍、流動床式β=16.7倍 ′

※実証試験による測定結果は、

放射能濃度算定方法より低く、

上記算定方法により安全側で

評価可能。

処理能力:186υ日(93tX 2炉 )
焼却方式:流動床式焼却炉

広域処理が可能な災害廃棄物 (可燃物)の

放射性セシウム濃度に関する考え方

放射性Cs濃度が
8:000Bqノ kgを超える廃棄物
については、放射性物質汚
染対処特措法に定める指定
廃棄物となる見込み

実際には通常の一般

廃棄物と混焼するの

で、より高い濃度のも
のでも広域処理が可
能。

万一、放射性Cs濃度が
8′000Bq/kgを超えた場

合は、国が責任を持つ
て対応

災害廃棄物のみをストーカ式

焼却炉で焼却する場合 :

災害廃棄物の放射性Cs濃度が
240Bo/kg以下であれば焼却灰

放射性Cs濃度は8′000Bq/kg以

下(濃縮率 :33.3倍 ).

災害廃棄物のみを流動床式

焼却炉で焼却する場合 :

災害廃棄物の放射性Cs濃度が
480Bo/kg以下であれば焼却灰放

射性Cs濃度は8′000Bq/kg以 下(濃

縮率 :16.7倍 )。
Oo



受入側の理解(安心の観点)を得ることが不可欠であることから、搬出側の
確認方法を整理。これに加えて、受入側でのモニタリングが重要。

・ 搬出側の確認方法

搬出

※(参考):「港湾における輸出コンテナの放射線測定のためのガ

イドライン」(H23.4国 土交通省港湾局総務課危機管理室)では、放

射線量率の測定により、コンテナの除染が必要であると判断する

基準地として、コンテナ測定場所のパックグラウンドの放射線量率
の値の3倍値を採用。

(参考)一般廃棄物焼却施設における焼却灰の放射性セシウム濃度測定結果

要請対象施設 :16都県※1の一般廃棄物焼却施設

測定対象物 :一般廃棄物の焼却に伴い発生する主灰
※2、 飛灰※3等

測定期間:6月 28日以降

※1岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、山梨県、長
野県、静岡県

※2主灰 :焼却の際に焼却炉の炉底に落下した灰分
※3飛灰 :焼却の際にガス中に含まれ、排ガス出口の集塵機で集められた灰分

表 一般廃棄物処理施設の焼却灰測定結果 (概要)
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※4主灰のほか溶融スラグ
や主灰・飛灰の混合物を含む

※5溶融飛灰を含む
※6岩手県の2施設は被災
地域にある施設ではない


